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2020年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会における消防特別警戒 消防庁消防・救急課

消防庁予防課　　　
2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会について
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　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
（以下「オリパラ競技大会」という。）は、新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響により１年延期となり、東京オ
リンピック競技大会は令和３年７月23日から８月８日
まで、東京パラリンピック競技大会は令和３年８月24
日から９月５日までの日程で開催され、開催都市である
東京都を含む10都道県（自転車ロードレースの一部コー
スとなった山梨県を含む。）において競技が行われた。
　オリパラ競技大会は、世界中から注目を集める国際的
規模のスポーツ大会であり、多数の要人の観戦も予想さ
れることから、テロリストの標的となる可能性があり、
実際に、過去に開催された同規模のスポーツ大会では、
死傷者を伴うテロ事件が複数発生している。
　このため、消防として、オリパラ競技大会の円滑な運
営及び安全・安心の確保に資するため、テロ災害を含め
た各種災害に的確に対応するための体制構築を図ること
とした。

消防庁の取り組み2

消防特別警戒体制の構築等4

　消防庁では、オリパラ競技大会に向けたＮＢＣ等のテ
ロ災害への対応力強化を目的とし、大型除染システム搭
載車及び化学剤遠隔検知装置の整備や、国民保護事案に
おける国と地方公共団体との共同訓練の実施、ターニ
ケット導入に向けた消防職員用の教育カリキュラム等を
策定するほか、外国人や障害者の方々への対応として、
電話通訳センターを介した三者間同時通訳、Net119緊
急通報システム及び多言語音声翻訳アプリ「救急ボイス
トラ」の積極的な導入促進、外国人のための「救急車利
用ガイド」の普及、外国人や障害者の方々が利用する施
設における避難誘導等の多言語対応に関する取組促進を
図った。

　オリンピック競技大会は10都道県42会場、パラリン
ピック競技大会は４都県21会場において競技が行われ
るため、競技会場ごとに警戒本部及び警戒部隊を配置す
る必要があり、また、ＮＢＣ等のテロ災害に対応するた
めの装備資機材の整備や、当該災害が発生した場合にお
ける対応部隊の出場体制についても確保する必要があっ
た。そこで、管轄消防本部のみの消防力では十分な警戒
体制を構築することが困難な場合においては、他の消防
本部と応援体制を構築するなどして、対応することとし
た。

2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会消防対策協議会
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　平成29年11月には、消防庁次長を会長とし、競技会
場を管轄する都道県、消防本部及び関係機関で構成する
「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会消
防対策協議会」を設置し、競技実施期間中における警戒
体制や、警防計画（火災、救急、救助活動等に係る計画）
及び予防計画（事前査察、訓練指導、予防警戒活動等に
係る計画）の策定など、各種検討を行うための体制を構
築した。

写真１　消防対策協議会実施状況
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　消防庁では、令和元年12月12日に「消防・救急体制
整備費補助金（東京オリンピック競技大会及び東京パラ
リンピック競技大会）交付要綱」を制定し、ＮＢＣ等の
テロ災害に対応するための装備資機材の整備や、応援体
制の構築に必要となる経費に対して補助金を交付し、関
係消防本部に対して財政支援を行った。
　こうした取組により、オリパラ競技大会の開催までに、
万全の警戒体制を構築することができた。
　また、各競技会場における警戒体制を構築する一方で、
競技会場を含む関連施設への防火安全対策としては、競
技会場等を管轄する消防本部において、各競技会場にお
ける競技期間中の防火管理体制や消防訓練の実施状況、
消防用設備や危険物施設の特例適用状況について事前調
査が実施されたほか、競技会場周辺の旅館やホテル、駅
などの競技大会開催に伴い不特定多数の方が利用する施
設に対する事前の立入検査、防火指導及び消防法令違反
の是正指導が実施された。

写真２　札幌ドームにおけるＮＢＣ災害対応訓練実施状況

競技期間中の警戒体制等5

　競技実施期間中においては、各競技会場に現地警戒本
部が設置され、関係機関との連携体制が確立されたほか、
ＮＢＣ等のテロ災害を含むあらゆる災害に対応するた
め、競技会場管轄消防本部を中心に、必要な消防部隊を
迅速に出動させるための体制を確保するなど、万全の体
制で消防特別警戒を実施した。

写真３　札幌大通公園における現地警戒本部設置状況

写真４　国立代々木競技場における救急車待機状況

写真５　埼玉スタジアム2002における警戒車両待機状況
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　また、消防庁としては、災害発生時、災害状況を早期
に把握するとともに、迅速な初動対応につなげるため、
各競技会場や東京オリンピック・パラリンピック競技大
会組織委員会警備本部等に消防庁職員を派遣するなど、
情報連絡体制の強化を図り、対応に当たった。
　競技実施期間中、開閉会式をはじめほとんどの競技が
無観客での実施となったこともあり、テロ災害や多数の
傷病者が発生するといった大きな事故等はなく、選手や
競技大会関係者の救急搬送といった事案は一定程度発生
したものの、各消防本部による迅速かつ適切な対応が実
施され、結果、競技大会における消防の任務は完遂され
たと言える。

写真７　宮城スタジアムへの消防庁職員派遣状況

写真８　横浜スタジアムにおける競技実施状況写真６　横浜国際総合競技場における警戒車両待機状況

最後に6

　過去最大規模の警戒体制で臨んだ今回の消防特別警戒
は、競技会場管轄消防本部のみならず応援体制の構築に
当たった各消防本部、必要な連絡調整を担った都道府県
消防防災担当部局及び関係機関との連携なくしては成し
遂げられなかっただろう。
　今回のオリパラ競技大会の経験が、今後の大規模イベ
ント開催時における消防特別警戒に活かされるととも
に、消防の発展に寄与することを期待する。

問合せ先
　消防庁消防・救急課
　TEL: 03-5253-7522


